
令和 4 年 2 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,790 円 3,109 円

2,790 円 3,070 円

2,790 円 2,896 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　一般家庭使用料と同じです。

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　一般家庭使用料と同じです。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

令和元年度 令和元年度

令和２年度 令和２年度

処 理 区 数 3

処 理 場 数 3

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　実施していません。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金
　10㎥まで
超過料金
　10㎥を超え50㎥まで
　50㎥を超えるもの

1,040円

155円
190円　　（消費税及び地方消費税を除く。）

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

昭和59年度
（37年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

処 理 区 域 内 人 口 密 度 47.2人／ha
流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

別添２－1

総社市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 岡山県総社市

事 業 名 ： 公共下水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4 　該当がありません。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5 　該当がありません。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

　公営企業会計に移行する前の経営比較分析表です。

処理区域内人口の予測

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数
9人

（特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業と一体で事業を実施）

事 業 運 営 組 織 市長－副市長－政策監－環境水道部－下水道課

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　施設の維持管理業務を民間業者に委託しています。
　使用料徴収業務を総社市水道事業に委託（総社市水道事業から民
間業者に委託）しています。

 イ　指定管理者制度 　該当がありません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　該当がありません。

　令和7年度までは市の人口の増加及び未普及解消事業により処理区域内人口は増加するものと予測していますが，令和8年度以降は市
の人口の減少及び未普及解消事業の終了により処理区域内人口は減少に転ずると予測しています。

有収水量の予測

　令和7年度までは処理区域内人口の増加により有収水量の増加が続くものと予測しますが，令和8年度以降は処理区域内人口の減少によ
り有収水量は減少に転ずると予測しています。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

使用料収入の見通し

　将来的には使用料収入は減少するものと予測していますが，直近5ヶ年の使用料収入が増減を繰り返しているため，本計画期間内は横ば
いで推移するものと予測しています。

施設の見通し

　施設の統廃合により，終末処理場の数は減少する見通しです。

組織の見通し

　現行のままの見通しです。

　公衆衛生の向上，生活環境の改善，公共用水域の水質改善等を目的に，衛生的で快適な生活環境を実現するため，次の事項に取り組
みます。

〇施設の安定稼働に資するための計画的な建設・更新の実施

〇将来にわたる施設の安定稼働に向けての経営基盤の強化

〇人口減少等を踏まえた効率的な汚水処理の推進



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目
標

　限られた財源の中での効果的な投資の実施

・投資額を抑制した上で，引き続き施設の建設・更新を行います。
・施設の統廃合に向けた取り組みを行います。
・企業債残高の減少により，企業債の元金償還を減少します。

目
標

　経営基盤の強化

・国庫補助金等を最大限に活用して投資を行います。
・企業債発行の抑制により，企業債残高を減少します。
・基準内繰入以外に，法適時の必要資金を一般会計から繰り入れます。

・大規模な修繕の予定はありません。
・計画的に不明水調査及びそれに伴う修繕を行います。
・令和8年度（予定）から西坂台を倉敷市の公共下水道に接続することにより，接続に係る経費が増加します。
・企業債残高の減少により，企業債の支払利息が減少します。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項 　施設の統廃合を行っていく必要があると考えています。

投資の平準化に関する事項
　投資額の平準化の観点を反映した長寿命化に関する計画に基づき，計画的に投資を
行っていく必要があると考えています。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　大規模な建設事業を行う際に，民間活力の活用を検討していく必要があると検討して
います。

その他の取組
　資産規模に対し内部留保資金がかなり少ない状況であるため，当面は投資額を抑えて
いく必要があると考えています。

使用料の見直しに関する事項
　特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業と合わせて，使用料の見直しを
検討していく必要があると考えています。

資産活用による収入増加
の取組について

　下水道への接続を促進することにより，資産がより有効に活用されるよう努めていく必要
があると考えています。

修繕費に関する事項
　施設の安定稼働に資するため，計画的に修繕を実施していく必要があると考えていま
す。

委託費に関する事項
　処理水量の縮減に資するため，計画的に不明水調査を実施していく必要があると考え
ています。

その他の取組
　西坂台団地を倉敷市の公共下水道事業に接続する予定であり，接続に係る経費の増
加が想定されることから，さらなる経費の縮減及び財源の確保に努める必要があると考え
ています。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度，進捗管理を行い，3～5年ごとに見直しを行うこととします。
　計画と実績に大きな乖離が生じた場合は，必要に応じて見直しを行うこととします。

その他の取組 　下水道使用料等以外の新たな財源を見い出すことは困難であると考えています。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　当面は，現行以上の民間活力の活用は困難と考えています。

職員給与費に関する事項
　施設の適正な維持管理を行っていくためには現行の職員数（職員給与費）は必要であ
ると考えています。

動力費に関する事項 　施設の統廃合を行い，動力費の縮減を図っていく必要があると考えています。

薬品費に関する事項 　施設の統廃合を行い，薬品費の縮減を図っていく必要があると考えています。



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 0 723,767 635,173 635,173 635,173 635,173 635,173 642,773 642,773 642,773 642,773 642,773

(1) 607,340 596,866 596,866 596,866 596,866 596,866 604,466 604,466 604,466 604,466 604,466

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 116,427 38,307 38,307 38,307 38,307 38,307 38,307 38,307 38,307 38,307 38,307

２． 0 717,520 618,660 712,994 750,326 735,867 748,883 762,955 801,476 839,659 859,501 911,611

(1) 0 143,302 51,785 134,136 151,490 141,183 152,949 153,547 173,656 191,960 212,766 250,743

143,302 51,785 134,136 151,490 141,183 152,949 153,547 173,656 191,960 212,766 250,743

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 573,847 566,667 578,650 598,628 594,476 595,726 609,200 627,612 647,491 646,527 660,660

(3) 371 208 208 208 208 208 208 208 208 208 208

(C) 0 1,441,287 1,253,833 1,348,167 1,385,499 1,371,040 1,384,056 1,405,728 1,444,249 1,482,432 1,502,274 1,554,384

１． 0 1,242,652 1,241,755 1,257,167 1,291,658 1,305,133 1,305,198 1,338,758 1,363,362 1,390,157 1,389,153 1,407,928

(1) 0 60,534 54,807 54,807 54,807 54,807 54,807 54,807 54,807 54,807 54,807 54,807

32,334 29,560 29,560 29,560 29,560 29,560 29,560 29,560 29,560 29,560 29,560

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28,200 25,247 25,247 25,247 25,247 25,247 25,247 25,247 25,247 25,247 25,247

(2) 0 378,549 379,020 379,020 386,020 406,020 406,020 422,020 422,020 422,020 422,020 422,020

58,565 58,565 58,565 58,565 58,565 58,565 58,565 58,565 58,565 58,565 58,565

22,594 22,594 22,594 22,594 42,594 42,594 42,594 42,594 42,594 42,594 42,594

0 471 471 471 471 471 471 471 471 471 471

297,390 297,390 297,390 304,390 304,390 304,390 320,390 320,390 320,390 320,390 320,390

(3) 803,569 807,928 823,340 850,831 844,306 844,371 861,931 886,535 913,330 912,326 931,101

２． 0 140,732 126,729 111,000 96,163 83,372 72,608 63,770 56,216 49,728 44,076 38,836

(1) 136,453 117,692 101,963 87,126 74,335 63,571 54,733 47,179 40,691 35,039 29,799

(2) 4,279 9,037 9,037 9,037 9,037 9,037 9,037 9,037 9,037 9,037 9,037

(D) 0 1,383,384 1,368,484 1,368,167 1,387,821 1,388,505 1,377,806 1,402,528 1,419,578 1,439,885 1,433,229 1,446,764

(E) 0 57,903 △ 114,651 △ 20,000 △ 2,322 △ 17,465 6,250 3,200 24,671 42,547 69,045 107,620

(F) 0 181,079 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 35,306 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 0 △ 35,306 181,079 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 22,597 66,428 △ 20,000 △ 2,322 △ 17,465 6,250 3,200 24,671 42,547 69,045 107,620

(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(J) 551,490 708,364 760,705 831,552 874,534 931,949 952,426 976,127 1,010,311 1,061,852 1,148,183

76,345 75,028 75,028 75,028 75,028 75,028 75,984 75,984 75,984 75,984 75,984

(K) 1,339,434 1,326,680 1,291,817 1,288,665 1,249,914 1,237,982 1,193,168 1,148,831 1,120,914 1,089,188 1,057,462

364,222 317,475 358,425 326,231 326,231 274,078 261,845 261,845 245,104 229,652 229,652

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

145,918 145,918 145,918 145,918 145,918 145,918 145,918 145,918 145,918 145,918 145,918

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 0 723,767 635,173 635,173 635,173 635,173 635,173 642,773 642,773 642,773 642,773 642,773

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 第 22 条 に より 算定 した

資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

地 方 財 政 法 施 行 令第 15条 第１ 項に より 算定 した

資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度本年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画

（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 684,500 473,800 547,200 482,800 454,400 361,300 288,400 230,200 172,300 137,400 113,300

300,000 300,000 326,700 275,600 253,900 195,700 145,200 92,400 42,600 22,200 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 293,178 451,411 381,063 378,915 393,814 399,566 413,060 402,007 388,261 374,143 358,090

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 241,073 198,861 225,000 200,000 200,000 159,500 150,000 150,000 137,000 125,000 125,000

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321 21,321

(A) 0 1,240,072 1,145,393 1,174,584 1,083,036 1,069,535 941,687 872,781 803,528 718,882 657,864 617,711

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 0 1,240,072 1,145,393 1,174,584 1,083,036 1,069,535 941,687 872,781 803,528 718,882 657,864 617,711

１． 565,681 493,078 556,677 506,677 506,677 425,677 406,677 406,677 380,677 356,677 356,677

11,320 11,320 22,641 22,641 22,641 22,641 22,641 22,641 22,641 22,641 22,641

２． 836,158 820,040 807,166 772,303 769,151 730,400 718,468 673,654 629,317 601,400 569,674

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 27 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

(D) 0 1,401,866 1,313,125 1,363,850 1,278,987 1,275,835 1,156,084 1,125,152 1,080,338 1,010,001 958,084 926,358

(E) 0 161,794 167,732 189,266 195,951 206,300 214,397 252,371 276,810 291,119 300,220 308,647

１． 55,030 147,347 105,921 179,034 189,383 197,480 235,454 259,893 274,202 246,422 222,685

２． 19,129 3,468 66,428 0 0 0 0 0 0 36,881 69,045

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 87,635 16,917 16,917 16,917 16,917 16,917 16,917 16,917 16,917 16,917 16,917

(F) 0 161,794 167,732 189,266 195,951 206,300 214,397 252,371 276,810 291,119 300,220 308,647

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 9,308,113 8,961,873 8,701,907 8,412,404 8,097,653 7,728,552 7,298,484 6,855,030 6,398,013 5,934,013 5,477,638

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

0 259,450 89,827 172,178 189,532 179,225 190,991 191,589 211,698 230,002 250,808 288,785

81,445 65,491 65,098 64,720 64,563 64,379 64,184 63,976 63,759 63,563 63,399

178,005 24,336 107,080 124,812 114,662 126,612 127,405 147,722 166,243 187,245 225,386

0 293,178 451,411 381,063 378,915 393,814 399,566 413,060 402,007 388,261 374,143 358,090

86,168 86,806 86,088 82,675 85,535 88,060 90,380 87,216 82,216 74,516 68,471

207,010 364,605 294,975 296,240 308,279 311,506 322,680 314,791 306,045 299,627 289,619

0 552,628 541,238 553,241 568,447 573,039 590,557 604,649 613,705 618,263 624,951 646,875合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

９年度 １０年度 １１年度 １２年度

収 益 的 収 支 分

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

本年度

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度本年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度



グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例

当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　総社下水処理場については，順次計画的に必要な

更新投資を行ってきてはいるものの，山手浄化セン

ターについては，稼働後約３５年が経過し，更新方

法について検討する必要があります。また，管渠の

老朽化に対しては，まだ未着手でこれからというこ

とろであり，今後の課題といえます。

　なお，「③管渠改善率」のH29当該値について

は，「0.49」を「0.00」に訂正。

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況

全体総括全体総括全体総括全体総括

　現在，経営の健全性については，一般会計からの

繰出金に大きく依存しているため，操出金に依存し

ない経営体制を目指した改善が求められています。

経営の改善については，今後も施設の老朽化に伴っ

て更新費用の増大や修繕費の増大が見込まれてくる

中では，経営状況の悪化が予想されるため急務の課

題と言えます。

　未普及解消事業から施設の更新へとシフトチェン

ジして一定の目途をつける中で，経費回収率は全国

平均をやや上回ったものの，汚水処理原価は，全国

平均にはまだ届かない状況であるため，令和２年度

からの企業会計への移行もあるなか，下水道使用料

の見直しを検討し，接続率の向上による有収水量の

増加させるなどの経営改善をしていくことが今後の

課題となっています。

【】【】【】【】

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について

　「①収益的収支比率」については，令和２年度か

らの企業会計移行に係る打切決算（収益的費用の未

払など）による影響もあり，「⑤経費回収率」及び

「⑥汚水処理原価」については，類似団体と比較し

てもよい経営状況となっており，また「④企業債残

高対事業規模比率」については，類似団体と比較

し，投資規模や使用料水準等が適切かどうか，今後

も改善傾向を継続する観点から分析を取り組んでい

く必要があります。

　水洗化率については，全国平均を上回っているも

のの，施設利用率については全国平均や類似団体平

均値を下回っており，施設の有効利用が課題といえ

ます。

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km処理区域内人口密度(人/km

2222

))))
－－－－

- 該当数値なし 60.82 75.52 2,840 42,179 9.05 4,660.66

211.90 327.22 ■■■■

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％) 有収率(％)有収率(％)有収率(％)有収率(％)
1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ

3333

当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)
処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人)処理区域内人口(人) 処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km処理区域面積(km

2222

))))

法非適用 下水道事業 公共下水道 Bd1 非設置 69,338

経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）

岡山県　総社市岡山県　総社市岡山県　総社市岡山県　総社市

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者の情報管理者の情報管理者の情報管理者の情報 人口（人）人口（人）人口（人）人口（人） 面積(km面積(km面積(km面積(km

2222

)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222

))))

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.49 0.00 0.00

平均値 0.27 0.17 0.13 0.10 0.09

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 81.69 81.00 76.77 75.95 84.68

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率①収益的収支比率①収益的収支比率①収益的収支比率((((％％％％))))

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 277.24 245.60 262.02 227.74 225.33

平均値 848.31 774.99 799.41 820.36 847.44

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 80.70 97.94 95.40 97.12 108.04

平均値 94.38 96.57 96.54 95.40 94.69

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 195.49 163.56 158.01 160.04 142.10

平均値 165.45 161.54 162.81 163.20 159.78

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 63.35 64.38 52.88 53.59 54.45

平均値 65.62 64.67 64.96 65.04 68.31

88.00

89.00

90.00

91.00

92.00

93.00

94.00

95.00

96.00

97.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 95.17 95.62 95.79 95.86 96.52

平均値 91.44 91.76 92.30 92.55 92.62

②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率((((％％％％)))) ③流動比率③流動比率③流動比率③流動比率((((％％％％)))) ④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率④企業債残高対事業規模比率((((％％％％))))

⑤経費回収率⑤経費回収率⑤経費回収率⑤経費回収率((((％％％％)))) ⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価⑥汚水処理原価((((円円円円)))) ⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率((((％％％％)))) ⑧水洗化率⑧水洗化率⑧水洗化率⑧水洗化率((((％％％％))))

①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②管渠老朽化率②管渠老朽化率②管渠老朽化率②管渠老朽化率((((％％％％)))) ③管渠改善率③管渠改善率③管渠改善率③管渠改善率((((％％％％))))

【682.51】

【95.35】【59.64】【136.15】【100.34】

【0.22】

該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし 該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし

該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし 該当数値なし該当数値なし該当数値なし該当数値なし


